
次のとおり総合評価落札方式による一般競争入札に付します。 

 

令和７年４月１７日 

                      宮城県住宅供給公社 理事長 鈴 木 秀 人 

 

１ 入札に付する事項 

（１）調達案件の名称及び数量  

宮城県住宅供給公社端末機等調達及び端末管理システム構築業務 一式 

（２）調達案件の仕様等  入札説明書及び提案書作成要領等による。 

（３）履行期間 契約締結の日から令和 12 年 12 月 31 日まで 

（４）履行場所 宮城県仙台市青葉区上杉一丁目 1番 20 号 ふるさとビル 2F 

  宮城県住宅供給公社 

（５）予定価格 75,921,000 円（消費税及び地方消費税を除く） 

２ 入札に参加する者に必要な資格に関する事項 

本調達は，本業務を共同連帯して受託するため２以上の者を構成員として結成された共同企

業体（以下「企業連合」という。），単独企業又は個人による総合評価一般競争入札とする。 

  なお，企業連合の結成は自主結成とし，この場合は「宮城県住宅供給公社端末機等調達及び

端末管理システム構築業務に係る包括的業務委託企業連合協定書」（入札説明書：様式 4）を参

考に協定を締結すること。 

  入札に参加する者は，下記の要件をすべて満たし，公社の総合評価一般競争入札参加資格審

査を受けなければならない。 

（１）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者であ

ること。 

（２）平成１２年３月３１日以前に民事再生法（平成１１年法律第２２５号）附則第２条による

廃止前の 和議法（大正１１年法律第７２号）第１２条第１項の規定による和議開始の申立

てをしていない者であること。 

（３）平成１２年４月１日以後に民事再生法第２１条第１項又は第２項の規定による再生手続開

始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者であること。ただし、同法第３３

条第１項の再生手続開始の決定を受けた者が、その者に係る同法第１７４条第１項の再生計

画認可の決定が確定した場合にあっては、その者を再生手続開始の申立てをしなかった者又

は申立てをなされなかった者とみなす。 

 （４）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）第１７条第１項又は第２項の規定による更生手

続開始の申立てをしていない者又は申立てをなされていない者（同法附則第２条の規定によ

りなお従前の例によることとされる更正事件に係るものを含む。）であること。ただし、同

法に基づく更正手続開始の決定を受けた者がその者に係る更生計画認可の決定があった場合

にあっては、その者を更正手続開始の申立てをしなかった者又は申立てをなされなかった者

とみなす。 

（５）宮城県から物品調達等に係る競争入札の参加資格制限の措置を受けていない者であるこ

と。 

 （６）宮城県入札契約暴力団等排除要綱（平成２０年１１月１日施行）別表各号に規定する次

のいずれにも該当しない者であること。 

なお、入札に参加しようとする者の使用人が入札に参加しようとする者の業務として行

った行為は、入札に参加しようとする者の行為とみなす。 

イ) 入札に参加しようとする者の役員等（法人の場合は、非常勤を含む役員及び支配人並

びに支店又は営業所の代表者、その他の団体の場合は、法人の役員等と同様の責任を有



する代表者及び理事等、個人の場合は、その者並びに支配人及び営業所の代表者をい

う。以下同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団

員」という。）である場合、又は暴力団員が経営に事実上参加していると認められると

き。 

   ロ) 入札に参加しようとする者又はその役員等が、自社、自己若しくは第三者の不正な利

益を図り、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴対法第２条第２号に規定する暴

力団（以下「暴力団」という。）、暴力団員又は暴力団、暴力団員に協力し、若しくは

関与する等これと関わりを持つ者として、警察から通報があった者若しくは警察が確認

した者（以下「暴力団関係者」という。）の威力を利用するなどしていると認められる

とき。 

    ハ）入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団、暴力団員若しくは暴力団関係

者（以下「暴力団等」という。）又は暴力団等が経営若しくは運営に関与していると認

められる法人等に対して、資金等を提供し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の

維持運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

   ニ）入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

   ホ）入札に参加しようとする者又はその役員等が、暴力団等であることを知りながら、こ

れと取引したり、又は不当に利用していると認められるとき。 

  （７） 本件に係わる入札説明書（3（3）ハ）交付書類）の原本の交付を受けていること。 

 （８）ISO 27001、ISMS 又はプライバシーマークなど情報セキュリティに関する認証を受けてい

る者であること。 

（９）企業連合にあっては、次のいずれにも該当する者であること。 

     イ）すべての構成員が（１）から(７)までの要件を満たしていること。また、構成員のい

ずれかが（８）の要件を満たしていること。 

   ロ）構成員が、他の企業連合の構成員として、又は単独により本入札に参加していないこ

と。※企業連合の構成員は、他の企業連合の構成員として、又は単独で本入札に重複し

て参加することができない。 

     

３ 入札書等の提出場所等 

（１）総合評価のための入札書及び提案書の提出場所、契約条項及び契約条件を示す場所、入札 

説明書及び提案依頼書の交付場所、問い合わせ先 

   〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉一丁目 1番 20 号 ふるさとビル 2F 

    宮城県住宅供給公社 

経営企画部総務課経営戦略班（電話 022-261-6163）  

（２）入札説明書の交付期限 

令和 7年 4月 17 日（木）から令和 7年 5月 16 日（金）まで（土曜日、日曜日及び国民の祝

日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日等」という。）

を除く。）の午前 9時から正午まで及び午後 1時から午後 4時まで 

郵送による交付を希望する場合は、令和 7年 5月 9日（金）午後 4時までに（１）へ申し

出ること。 

（３）総合評価一般競争入札参加資格審査  

   入札に参加しようとする者は、入札説明書に定めるところにより必要書類を作成の上提出

し、参加資格の審査を受けなければならない。 

（４）総合評価のための提案書の提出期限 



令和 7年 6月 6日（金）午後 4時までに（１）あて提出することとし、郵送による場合は、 

上記期日までに必着のこと。 

（５）入札書の提出期限 

令和 7年 6月 6日（金）午後 4時までに（１）あて提出することとし、郵送による場合は、 

上記期日までに必着のこと。 

  

（６）開札の日時及び場所 

イ) 開札日時 

 令和 7年 6月 10 日（火）午前 14時 00 分 

ロ) 開札場所 

  宮城県住宅供給公社  3 階会議室 

   〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉一丁目 1番 20号 ふるさとビル 

ハ）立ち会い 

入札者からの令和 7 年 6 月 6 日（金）午後 1 時までに申し出があった場合には、立ち会うこ

とができるものとする。 

ニ）入札保留 

     本調達は総合評価一般競争入札によるため、開札後の落札を保留する。（開札後、直ち

に落札者を決定することはない。） 

４ 入札に参加することができない者 

 （１）２に定める資格を有しない者及び３（３）における審査により資格を有しないとされた    

者 

 （２）当該調達案件に係る入札説明書の原本の交付を受けない者 

５ その他 

 （１）契約手続において使用する言語及び通貨 

 日本語及び日本国通貨に限る。 

 （２）入札保証金及び契約保証金  

   宮城県住宅供給公社建設工事執行要綱の規定による。（入札保証保険契約に係る保険証書

の提示等により免除することができる。） 

 （３）入札の無効 本公告に示した競争入札に参加する者に必要な資格のない者のした入札及

び入札者に求められる義務を履行しなかった者のした入札は、無効とする。 

 （４）入札金額の記載方法 契約金額は、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の１

０に相当する消費税及び地方消費税の額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その

端数金額を切り捨てた金額。以下同じ。）を加えた金額とするので、入札者は、消費税及

び地方消費税に係る課税業者であるか免税業者であるかを問わず、見積もった契約希望金

額の１１０分の１００に相当する金額を入札書に記載すること。 

 （５）落札者の決定の方法 本公告に示した業務を履行できると理事長が判断した入札者であ

って、予定価格の制限の範囲内で有効な入札を行い、落札者決定基準で規定する評価項目

のうち、必須事項が提案依頼書に定める要求を全て満たし、かつ、最も高い評価を得た者

を落札者とする。 

 （６）契約書作成の要否 要 

 （７）入札執行の方法 総合評価一般競争入札 

 （８）申請書等の作成に要する経費 申請書等を提出する入札参加希望者の負担とする。 



 （９）詳細は入札説明書による。 

 


